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安全性を担保した省力的な電柱工
事の実現に向け、２つの開発に取り
組んでいる。１つは、腐食した鋼管
柱の更改工事において、ケーブル等
を架渉したまま建替えをせずに元位

置で完結する補強
工法（図 1）の開
発である。施工品
質のバラツキを抑
制する構造の改
良、施工性・メン
テナンス性への影
響評価、健全な鋼
管柱と同等以上

の強度を担保することがポイントと
なっている。２つ目は、重機が使用
できない狭隘地でも人力施工が可能
な、軽量電柱の開発である。コンク
リートや鉄鋼とは異なる新しい素材
を活用しつつ、積層構造における材
料の巻き角度や断面形状を最適化さ
せることで、軽量でありながら鋼管
柱と同等以上の強度を実現する。
２つの技術開発によって、電柱工
事の省力化、安全性向上を実現する
と共に、災害時の早期復旧にも貢献
したい。

安全な作業環境構築においては
『機械（ロボティクス）』を用いることで、
ヒューマンエラーによる事故防止を目

アクセスインフラプロジェクトでは、IOWNの APNを支える足回りの技術開発をミッションとし、アクセスNW（線路・
土木分野）の構築／運用／維持管理のスマート化実現に向けた技術開発や光ファイバケーブルなどの光線路基盤技術の開
発に取り組んでいる。本稿では、その主な取り組み内容について紹介する。
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⇒ケーブルを架渉した状態で建替えをせず元位置での補強を実現

実作業現場 施工障害物近接検知ツール表示結果
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⇒建柱対象の移動電柱に対し、施工障害物（既設柱、ケーブル、家屋等）の近接を検知、作業者へ通知

図１　地際補強工法

図２　施工障害物近接検知技術
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指している。建柱作業における建柱・
抜柱中の移動電柱及び施工障害物を
正確に検知し、リアルタイムな距離計
測を実現する施工障害物近接検知技
術（図２）の開発に取り組んでおり、
工事の省力化、施工障害物への近接・
接触の見落としや誤認防止等による
施工の安全性向上を実現する。

情報通信設備の基盤となる地下管
路の信頼性向上のため、特に浅層区
間に埋設された地下管路を道路工事
等で使用する舗装カッターでのケーブ
ル切断事故から防ぐ管路防護技術が
求められている。管路防護については、
これまで開削工事により管路外部へ防
護部材を設置する方法を確立している
が、部材設置スペース確保のため一
定の埋設深度が必要であり、埋設深
度が浅い区間においては十分な防護
ができていない区間が存在していた。
これらの区間を防護するため、非開削
で管路内の限られた空間を利用した防
護技術の開発に取り組んでいる。
具体的には、耐震対策で導入して
いるケーブル収容管再生技術を応用
し、管路内へ防護機能を追加する開
発を進めている。防護機能は、作業

者が管路への接触をより明確に検知
できるよう、2つの機能を組み合わ
せる。1つ目は管路接触時に切断ス
ピードを低下させる力覚検知機能で
あり、2つ目は管路に切り込みが
入った際に着色料等で発色させ作業
者に異常を気づかせる視覚検知機能
である。この防護機能を持つ部材を
空き管路内に挿入することで開削す
ることなく設置可能となるため、施
工性に優れ、かつ掘削費用の削減が
期待できる。
本技術（図３）によりこれまで防
護対策が不可能であった橋台際や
ボックスカルバート上越しなどの超
浅層区間の防護が可能となるため、
さらなる人為災害の未然防止を図る
と共に、高信頼性が求められる
IOWNルートへの適用や共同溝等

の社外展開の検討を進めていきた
い。

IOWNの APN実現に向けて、光
通信網を網羅的にエリア展開するこ
との重要性がこれまで以上に高まって
いる。そのため、インフラ未整備エリ
アへの経済的な光ファイバケーブル
布設や信号・街灯等への簡易な光
ファイバ引き込みに向けて、新たな光
ファイバケーブルおよびその周辺技術
の開発に取り組んでいる。
本開発は、舗装路などに形成した
細い溝に光ファイバケーブルを布設し
ても特性を満足することが重要である
ため、ケーブル外被・抗張力体・断
面構造の最適化により細径性、可とう
性、側圧特性を有する光ファイバケー
ブル・ドロップ光ファイバ技術の確立
と、光ファイバケーブル同士の接続作
業を簡易化する小型で防水性を具備
した多心一括接続コネクタの技術確立
がポイントとなっている。
この簡易布設光ファイバケーブル
システム技術（図 4）は、電柱や管
路などの設置工事を行わずに経済的
かつスピーディに光化エリアの拡大
に貢献できると考えている。
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図３　浅層埋設管路の防護技術
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浅層埋設管路の防護技術※３
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図４　簡易布設光ファイバケーブルシステムの概要


